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1　「特別の教科　道徳」の誕生
　道徳教育については、戦前の修身科の影響もあって、
ようやく昭和33年の学習指導要領の改訂にともない「道
徳の時間」として特設された（注1）。これによって道徳の
時間が教育課程に位置づけられるようになった。その
後も学習指導要領の改訂が行われてきたが、それと併
行して道徳の時間については、様々な立場から課題が
出され、その内容・方法だけでなく在り方そのものに
ついても議論が行われてきた。
　そうした状況の中、道徳の時間に関して、他の教科
や総合的な学習の時間、特別活動の時間等に関する次
期の学習指導要領の改訂を待たずに、平成26年10月21
日に中央教育審議会より「道徳に係わる教育課程改善
等について」の答申が出された。そして平成27年3月に、
学校教育法施行規則ならびに、小学校学習指導要領、
中学校学習指導要領、特別支援学校小学部・中学部学
習指導要領の一部改正が行われた。
　今回の改訂により、これまで教育課程の中において
「道徳の時間」と位置づけられてきたものが、「特別の
教科　道徳」と新たに位置づけられるようになった。
これにより従来の道徳の時間から、新たな枠組みのも
のへと組み替えられるようになったのである。
　そこで、道徳の時間がどのような経緯で教科化され
て「特別の教科　道徳」となっていったのか、そのこ
とによりどのような課題が出てきたのかということを、
中学校の道徳教育を中心にみていく。さらに、「特別の
教科　道徳」に対して、教員養成の立場からどのよう
な対応をしていくことができるのかということについ
ても述べていきたい。
2　「特別の教科　道徳」の設置に関する経緯
　「特別の教科　道徳」の設置に関する経緯についてみ
ていくことにする。
（1）平成25年2月26日の教育再生実行会議の第一次提
言について
　「特別の教科　道徳」についての提言がなされたのが、
平成25年2月26日の教育再生実行会議からの第一提言
「いじめの問題等への対応について」（注2）（以降「第一次
提言」とする）であった。
　教育再生実行会議は平成25年1月15日に閣議決定され
たことにより設置された。教育再生実行会議は「21世
紀の日本にふさわしい教育体制を構築し、教育の再生
を実行していくため、内閣の最重要課題の一つとして
教育改革を推進する必要」から設置されたものであり、
現在に至るまでに8回もの提言が出されている。教育再
生実行会議の設置から一ヶ月という短い期間に、この
「第一次提言」が出されたことを考えると、これまでに
道徳の時間の教科化についての準備が既になされてき
たことがうかがえる。
　その準備段階に当たるものの一つとして考えられる
のは、平成19年6月1日に教育再生会議（注3）から「社会
の総がかりで教育再生を～公教育再生に向けた更なる
一歩と「教育新時代」のための基盤の再構築～」とい
う第二次報告があげられるだろう。この中で「提言1　 
全ての子供たちに高い規範意識を身につけさせる【徳
育を教科化し、現在の「道徳の時間」よりも指導内容、
教材を充実させる】」と提言されおり、「徳育の教科化」
ということが述べられている。ただし、ここでは道徳
の時間の充実が中心となっており、教科化の具体的な
内容についてはあまりふれられていない。
　教育再生実行会議では、道徳の時間の教科化につい
て「第一次提言」で次のように述べている。
　子どもの命の尊さを知り、自己肯定感を高め、
他者への思いやり、規範意識、自主性や責任感な
どの人間性、社会性を育むよう、国は、道徳教育
を充実する。そのため、道徳の教材を抜本的に充
実する。とともに、道徳の特性を踏まえた新たな
枠組みにより教科化し、指導内容を充実し、効果
的な指導内容を明確化する。その際、現行の道徳
教育の成果や課題を検証するとともに、諸外国に
おける取組も参考にして、丁寧に議論を重ねてい
くことを期待する。（下線　筆者）
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　こうした道徳の時間の教科化に至る理由としては、
同じ提言の中で次のように述べられている。
　現在行われている道徳教育は、指導内容や指導
方法に関し、学校や教員によって充実度に差があ
り、所期の目的が十分に果たされていない状況に
あります。
　このため、道徳教育の重要性を改めて認識し、
その抜本的な充実を図るとともに、新たな枠組み
によって教科化し、人間の強さ・弱さを見つめな
がら理性によって自らをコントロールし、より良
く生きるための基盤となる力を育てることが求め
られます。　　　　　　　　　　　（下線　筆者）
  道徳の時間の教科化ということに関しては、いじめ
への対応が端緒になっていて、いじめへの対応では現
在の道徳教育の現状では不十分なものであることから
提案がなされたことがわかる。ここで押さえておきた
いのは、「いじめの防止→心の豊かさ→道徳教育の充実」
という一つの流れである。いじめの防止は重要かつ差
し迫った問題である。いじめに苦しむ児童生徒を出さ
ないためには、道徳教育が大きな役割をになっている
ことも理解できる。しかし、いじめの背景は複雑なも
のであり、児童生徒の置かれている環境も要因の一つ
となっている。道徳教育の充実によって何とかなるも
のでないことも、現状を考えればわかっていることで
ある。このような理由で道徳の時間を教科化すること
は、直接いじめ対策と結びつくものでないだけでなく、
「特別の教科　道徳」に過大な負担を負わせることにな
るように思われる。
（2）平成25年12月26日 の道徳教育の充実に関する懇
談会からの報告「今後の道徳教育の改善・充実方
策について～新しい時代を、人としてより良く生
きる力を育てるために～」
　教育再生実行会議の提言を踏まえて、文部科学省は
一ヶ月後の平成25年3月26日に「道徳教育の充実に関す
る懇談会」を設置した。懇談会では10回にわたる会合
の成果を取りまとめ、平成25年12月26日に「今後の道
徳教育の改善・充実方策について～新しい時代を、人
としてより良く生きる力を育てるために～」という報
告（以下「報告」）がなされた。
　「報告」では「道徳教育の現状と今後の社会における
道徳教育の重要性」「道徳教育の改善の方向」「道徳教
育の改善・充実のための条件整備」という内容で審議
の成果がまとめられている。この「報告」の中の改善
の方向性として、教科の位置づけについては次のよう
に述べられている。
　道徳の時間は、その創設以来、教育課程におい
て教科とは位置付けられてこなかった。
　一方で、道徳の時間は、その特性として、学習
指導要領に示された内容に基づき、体系的な指導
により道徳的価値に関わる知識・技能を学び教養
を身に付けるという従来の「教科」と共通する側
面と、それらも踏まえて、自ら考え、道徳的行為
を行うことができるようになるための道徳性とい
ういわば人格全体に関わる力の育成を行う側面を
有しており、今後、その双方の側面からより総合
的な充実を図ることが課題となっている。
　そのことを明確化するためには、道徳の時間の
目標・内容の充実を図った上で、教育課程におけ
る位置付けについても、その特性によりふさわし
いものに改めることが必要と考える。
　また、道徳の時間については、先に述べたように、
人格全体にかかわる力の育成という性格に照ら
し、数値による評定はなじまないことと考えられ
ること、また、児童生徒に日常密接にかかわって
いる学級担任を中心に授業を行うことが適切と考
えられることなどの従来の教科とは異なる特性が
ある。さらに、道徳の時間は、それ自体としての
体系的な教育活動としてだけでなく、学校の教育
活動全体を通じた道徳教育の要としての役割も果
たさなければならないものであるという他の教科
にはない使命を有している。
　これらを踏まえ、道徳教育の要である道徳の時
間を、例えば、「特別の教科道徳」（仮称）として
新たに教育課程に位置付けることが適当と考え
る。（14、15頁）　　　　　　　　　（下線　筆者）
　ここでは道徳の時間が、従来の教科に共通する面と
道徳性の育成という二つの側面を有している特性を踏
まえた上で、それにふさわしい教育課程の位置づけと
して「特別の教科道徳」を新たな枠組みとして設定す
ることが述べられている。同時に「特別の教科道徳」
において「数値による評定はなじまない」「学級担任が
行う」ことについても言及している。
　道徳の時間の教科化について議論をするとき、現行
制度における教科として「①免許（中・高等学校にお
いては当該教科の免許）を有している教師が、②教科
書を用いて指導し、③数値による評価を行うなどの点
が共通している」（注4）ということを前提としている。し
かし、道徳の時間を現行の制度としての教科にするに
は、③の数値による評価を行うということの壁を越え
なければならないが、心情に関することを数値化する
ことは無理であることは言うまでもない。また①の学
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級担任が行うということについてだが、中学校では教
科の担当者が授業を行うためには、専門の免許が必要
であり免許制度の整備から行わなければならない。こ
の条件整備のためには何年かが費やされてしまう。そ
のため、ここでは現行制度の教科として認めていくこ
とは難しい（実際には他の理由のほうが大きい）。
　こうした教科の条件はさておき、道徳の時間の特性
を生かしたものであるという理由をもとにして「特別
な教科」という位置づけがなされたのである。そして、
「特別な教科」という言い方には、これまでの教科より
も優越した教科（注5）であるというニュアンスが感じら
れるようになっている。
　ところで評価について「報告」では、次のように述
べられていることにも注意しておく必要がある。
　児童生徒の道徳性をより高めていくための資料
として、指導要録の中に、例えば、児童生徒の学
習の様子を記録し、その意欲や可能性をより引き
出したり、励まし勇気付けたりするような記述式
の欄を設けることや、指導要録の「行動の記録」
の欄をより効果的に活用する方策など、道徳教育
の目標や内容を踏まえながら、その特性を生かし
た多様な評価の方法について検討すべきである。 
（13頁）　　　　　　　　　　　　　（下線　筆者）
　指導要録の中に「特別な教科　道徳」に関する評価
の欄を新設したり、今ある「行動の記録」の欄を活用
したりということが述べられている。これまでも道徳
の時間においても、評価は当然行われていた。その際
に重視されていたことは、「あくまで生徒の道徳性の評
価は、生徒が自らの人間としての生き方についての自
覚を深め、人間としてよりよく成長していくことを支
えるものである」（注6）とあるように、生徒の成長に寄与
するものであり、それを何らかの形で記録に残すとい
うことは直接的な形では求められていなかった。
　しかし今回の教科化によって新たに指導要録に評価
欄を設けるということは、一人一人の指導に生かすと
いうよりも、記録に残すというところに意味があるよ
うに感じられる。要録の評価も基本的には個人内評価
ということになるだろう。それでも平成20年版学習指
導要領の改訂の際に、特別活動に評価の観点が設定さ
れたことからすると、今回の道徳の時間の教科化にと
もない、「特別な教科　道徳」でも観点が設定され、目
標に準拠した評価が取り入れられていくことが予想さ
れる。こうした場合、国での評価の仕方を受けて各都
道府県市町村の教育委員会では、さらに評価規準の設
定や評価の仕方の方法などをより良いものにするため
に工夫がなされていく（注7）。そのことがかえって、児童
生徒の一人一人の良さを評価する可能性を狭めるだけ
でなく、数値で行うと同じような機能をもつものにな
りはしないかという懸念が生じる。
　評価のこと以外にも教科書の導入、実生活に関する
スキルの習得や問題解決的な学習の導入など学習指導
の方法などについても新たな提案がなされているが、
こうした問題については、「報告」の「はじめに」で、
次のように述べられている。
　本報告には、各学校や教育委員会など関係者に
おいて直ちに実践に取り入れていただきたい内容
のほか、例えば、道徳の新たな枠組みによる教科
化に当たっての学習指導要領の改訂や教員養成課
程の改善など、今後さらに専門的な検討が必要な
内容も含まれている。これらについては、文部科
学省において、今後速やかに必要な取組を進め、
実現を期していただきたい。　　　（下線　筆者）
　この時点において教科化については、「今後さらに専
門的な検討が必要な内容」とされており、この報告の
通りに教科化されるというわけではないと受け取るこ
ともできなくはないが、この後の議論が進む中で「直
ちに実践に取り入れていただきたい内容」へと変わっ
ていく可能性はある。
（3）平成26年10月21日中央教育審議会答申「道徳に係
る教育課程の改善等について」
　文部科学省は、平成25年12月26日の道徳教育の充実
に関する懇談会の報告「今後の道徳教育の改善・充実
方策について～新しい時代を、人としてより良く生き
る力を育てるために～」などを受けて、平成26年2月17
日に「道徳に係る教育課程の改善等について」中央教
育審議会に諮問した。中央教育審議会では、有識者に
よるヒヤリングや国民からの意見募集を行って、平成
26年10月21日に文部科学大臣に「道徳に係る教育課程
の改善等について」答申（以下「答申」）が行われた。
この「答申」では次のようなことが基本的な考え方と
して出された（注8）。
①道徳の時間を「特別の教科　道徳」（仮称）とし
て位置づけること。
②目標を明確で理解しやすいように改善するこ
と。
③道徳教育の目標と「特別の教科　道徳」（仮称）
の目標との関係を明確にすること。
④道徳の内容をより発達の段階を踏まえた体系的
なものに改善すること。
⑤多様で効果的な道徳教育の方法へと改善するこ
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ことと、その意義について述べられている。
　ところで、こうした教科化の背景については、次の
ように述べられている。
　その実態については、学校の教育目標に即して
充実した指導を重ね、確固たる成果を上げている
優れた取組がある一方で、例えば、道徳教育の要
である道徳の時間において、その特質を生かした
授業が行われていない場合があることや、発達の
段階が上がるにつれ、授業に対する児童生徒の受
け止めがよくない状況にあること、学校や教員に
よって指導の格差が大きいことなど多くの課題が
指摘されており、全体としては、いまだ不十分な
状況にある。　　　　　　　　　　（下線　筆者）
　下線部にあるように、道徳の時間の教科化の背景と
して道徳の時間に大きな課題があることを指摘してい
る。これについては平成25年2月26日の教育再生実行会
議からの「第一提言」でも同様なことが述べられている。
そこで文部科学省が第1期教育振興基本計画に基づき道
徳教育の全国的な実施状況について調査を行ってまと
めた「道徳実施状況調査結果の概要」（注10）（以下「調査」）
とを比較しながらみていくことにする。
　この「調査」は、平成24年5月～6月に行われ、特に
前年度の道徳教育の実態について全国の公立小・中学
校及び各都道府県や市区町村の教育委員会を対象とし
た悉皆調査となっている。
　この平成24年という年度は、平成20年版中学校学習
指導要領の完全実施の年に当たっている。ただし道徳
の時間については、移行期間の平成21年度より新しい
ものが実施されたため、この時には既に3年間が経過し
たことになる。この「調査」の中学校に関するものの
中で気になる項目とその結果をあげておく。
　・年間指導計画の作成　　　　　　　　　99.7％
　・平均授業時数　　　　　　　　　　　35.1時間
　・道徳教育推進教師の配置　　　　　　　99.9％
　・道徳教育充実のための指導体制の構築　75.6％
　・地域への理解や協力に関する取組　　　73.3％
　こうした結果から見えてくるのは、一年間の授業時
間数としては通常35時間として計画することを考える
と、ほとんどの中学校で時間数確保がされており、さ
らにそれを越える学校があるということ。そして道徳
教育充実のための指導体制を構築したり、地域への理
解や協力に関する取組をしたりすることが十分にでき
ていること。つまり全国的には十分に満足できる実施
状況と考えられる。（注11）しかし、平成26年10月21日の「道
と
⑥「特別の教科　道徳」（仮称）に検定教科書を導
入すること。
⑦一人一人のよさを伸ばし、成長を促すための評
価を充実させること。
　この「答申」を踏まえて、平成27年3月27日に学校教
育法施行規則が改正され、小学校学習指導要領、中学
校学習指導要領及び特別支援学校小学部・中学部学習
指導要領の一部改正の告示が行われた。
　それでは、「道徳に係る教育課程の改善等について」
「答申」では、道徳の時間の教科化についてどのように
述べられているだろうか。
　道徳の時間については、学習指導要領に示され
た内容について体系的な指導により学ぶという各
教科と共通する側面がある一方で、道徳教育の要
となって人格全体に関わる道徳性の育成を目指す
ものであることから、学級担任が担当することが
望ましいと考えられること、数値などによる評価
はなじまないと考えられることなど、各教科には
ない側面がある。
　このことを踏まえ、教育課程上も各教科とは異
なる新たな枠組みとして「特別の教科」（仮称）を
設け、学校教育法施行規則に位置付けることが適
切である。
　あわせて、学習指導要領に示す目標、内容を道
徳の時間よりも体系的、構造的で明確なものとす
るとともに、指導方法や評価の在り方についても
一貫した理念のもと改善を図ることにより、学校
の教育活動全体を通じて行う道徳教育の要として
の性格を強化し、それ以外の各教科等における指
導との役割分担や関連の在り方等を改善すること
が必要と考える。「特別の教科道徳」（仮称）を要
として、学校における道徳教育全体の充実を図る
ことは、教育基本法に定める「人格の完成」や「平
和で民主的な国家及び社会の形成者として必要な
資質」の育成など教育の根本的な理念の実現に
とっても極めて大きな意義をもつものと考える。
（5頁）　　　　　　　　　　　　　　（下線　筆者）
　最初の段落の下線部分については、「今後の道徳教育
の改善・充実方策について～新しい時代を、人として
より良く生きる力を育てるために～」の「報告」と共
通したことが述べられており、「報告」をほぼそのまま
受けたものになっている。さらに、道徳の時間と同様に、
学校教育活動全体を通じて行う「道徳教育の要」とし
ての性格（注9）を継続するだけでなく「強化」していく
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徳に係る教育課程の改善等について」の「答申」では、
「全体としては、いまだ不十分な状況にある」と述べら
れており、「調査」の結果と矛盾するようにもみえる。
そこで、「調査」の他の項目についてみていくことにす
る。
　・指導方法の工夫（話合い活動） 61.7％
　・指導方法の工夫（書く活動） 38.5％
　・動作化・役割演技活動の工夫 14.5％
　・効果的な指導法が分からない 38.9％
　・指導の効果の把握が困難 42.7％
　・十分な指導時間が確保できない 15.1％
　一年間の道徳の時間数は確保されていても、指導法
の工夫については、あまり研究が進んでいるとはいえ
ない。学校や教室によってかなり格差が生じているこ
とがわかる。また「指導の効果の把握が困難」と半数
近くの教師が感じており、具体的に評価を行っていく
ことの難しさが出てきている。ここから、道徳性とい
うものが、1時間の授業をしたからといってすぐに成長
に結びつくものでないにもかかわらず、それを何とか
評価しようとしている教師の姿がみえてくると肯定的
にとらえることもできる。しかし、評価方法について
の理解が学校として共有されていないこともあり、指
導と評価の一体化ができていないとも考えられる。
　そして、最も気になるのは道徳の時間に関して「十
分な指導時間が確保できない」ということに対しての
15.1％という数値である。これは、学校の現状をみる
と道徳の時間を通常時間数よりもさらに多く確保して、
道徳の授業を行いたいという理由が数値になったとは
考えられない。それよりも道徳の時間が学校や学年の
行事等の時間に転用されているため授業時間数が少な
くなっていると考えたほうが自然である。だから、「答
申」のように「不十分な状況」と「調査」にも現れて
いるのではないだろうか。
　こうした状況は、実は年間指導計画の項目からも読
み取れる。年間指導計画の作成率は99.7％ではあるが、
「主題設定の理由　24.0％」「展開の大要及び指導の方
法  33.0％」と極端に低くなっており、一年間の計画が
これまでと同様にＡ4用紙1枚くらいの分量に収まる、
単なる一覧表のようなものになっていることが想像で
きる。こうした年間指導計画では、学校行事に係わる
活動を行っても道徳の内容項目を結びつけることで授
業を行ったこととすることが簡単にできてしまう。実
際に道徳の時間に何を行ったかについて学生の経験を
もとに調査しても、道徳の時間の授業が一年間きちん
と行われている状況は見えてこない。以上のことから
考えると、「答申」等の記述は、「調査」からも実情を
とらえたものといえるだろう。
3　道徳の時間の教科化で変わったところ
　平成20年版の学習指導要領の改訂における現行の道
徳の時間と、教科化された「特別の教科　道徳」とで
は何が変わったのだろうか。新旧対照表をみていくと、
かなりの部分が継続しているようにも見えるが、それ
でも教科化によって大きく変わったところがある。そ
うした点をいくつか取り上げてみていくことにする。
（1）目標について　
　平成27年3月に改訂された中学校学習指導要領の「特
別の教科　道徳」の「第1　目標」は、次のように示さ
れることになった。
　第1章総則の第1の2に示す道徳教育の目標に基づ
き，よりよく生きるための基盤となる道徳性を養
うため，道徳的諸価値についての理解を基に，自
己を見つめ，物事を広い視野から多面的・多角的
に考え，人間としての生き方についての考えを深
める学習を通して，道徳的な判断力，心情，実践
意欲と態度を育てる。
　従前は学校全体に係わる道徳教育の目標と、道徳の
時間の目標が分かれていたが、それを「よりよく生き
るための基盤となる道徳性を養う」として一つのもの
にまとめている。そして、全体としても「各教科との
密接な関係」、「補充・深化・統合」などの文言が、整
理され分かりやすくなっている。これは「答申」にあ
るように「文章の構造が複雑で理解しにくいことや、『道
徳性』、『道徳的実践力』などの用語の意味、相互の関
係がわかりにくいことなどが指摘されており」、それを
改善したからだといえる。
　目標の「物事を広い視野から多面的・多角的に考え」
では、グローバル化をはじめとする様々な情報ならび
に価値観があふれている中で、よりよい方向を目指す
資質・能力を備えることがこれまで以上に求められて
いること（注12）を踏まえたものになっている。特にグロー
バル化への対応については、道徳の時間の教科化と併
行するかのように、中学校での外国語の授業でも英語
で行うようにしていくことや、小学校における英語の
教科化への動きからも国としても力を入れていること
がわかる。グローバル化への対応については、現在以
上に今後は重視されていくだろう。次期学習指導要領
においても、そうした世界の教育の流れでもあるコン
ピテンシーベース（注13）のものになることは、これまで
の検討の経緯からもわかってきている。また2020年に
はオリンピックを控えており、海外の人々との直接的
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なコミュニケーションをとる機会が増えていく。これ
を契機に、グローバル化はさらに進んでいくことは確
実である。
　前の文言に続けて「人間としての生き方についての
考えを深める学習を通して」とあるように、従前のも
のから「学習活動を具体化」したものになっている。
こうして「特別の教科　道徳」では、「学習を通して」、
「道徳的な判断力、心情、実践意欲と態度」の育成を図
ることになる。これらの道徳性の諸様相は「それぞれ
が独立した特性ではなく、相互に関連しながら全体を
構成しているものである」（注14）としている。しかし、
平成27年7月に出された「中学校学習指導要領解説　特
別の教科　道徳編」（以下「解説」）では、それぞれの
諸相に対しての説明がなされている。この諸様相を截
然と分けることはできないにしても、それぞれの違い
を意識しなければ、授業に際して、どのような目標を
立てていくのか、そのためにどのような学習活動を行っ
ていくのかということが明確にはならないのではない
かということが考えられる。しかし、学習を通して身
に付けたい資質や能力を細かく設定することは、授業
を展開し評価していく上で難しい面もあるが、逆に適
切な評価のためには必要なことでもある。
　ところで各教科の学習指導要領の目標を見ていくと、
中学校では3年間を見通した目標と、各学年の目標が設
定されている。「特別な教科　道徳」ではそうした学年
による目標が設定されていない。ある面においては各
学校に任されているともいえるだろう。そのため各学
校としての「特別の教科　道徳」を中心としたカリキュ
ラムマネジメントが必要になってくる。
（2）教科書の導入
　教科化に際して一番大きな変化は検定教科書の導入
であろう。教科書の導入に関しての問題点として、「読
み物資料の選択幅の縮小、教材の質の向上への疑問、
検定通過の問題」さらには「教育内容研究の遅れ」（注15）
などの指摘もあるが、教材選定という点から教科書に
ついて考えていきたい。そこで教科書導入に関して「答
申」をみていくことにする。
　道徳教育の充実を図るためには、充実した教材
が不可欠であり、「特別の教科　道徳」（仮称）の
特性を 踏まえ、教材として具備すべき要件に留意
しつつ、民間発行者の創意工夫を生かすとともに、
バランスのとれた多様な教科書を認めるという基
本的な観点に立ち、中心となる教材として、検定
教科書を導入することが適当であること。（15頁）
　この中で「教材として具備すべき要件」ということ
があげられているが、この要件として考えられるもの
は3つあるだろう。1つめは学習指導要領に示されてい
る内容項目である。今回は内容項目の示し方が、内容
がすぐにわかるように道徳的価値を短く表現した言葉
が付記されていたり、4つの視点の順番が変更されたり
という改善があった。この内容項目についてはどの学
年でもやらなければならないため、16項目に対応した
教材が最低必要になる。さらに1つの項目でも例えばＢ
（ア）「思いやり、感謝」のように2つの道徳的価値が統
合されているところもあり、「思いやり」と「感謝」は
道徳的な価値としては違うものであるため、それに応
じて教材も2つ用意しなくてはならないだろう。
　2つめは教材についての留意事項である。これについ
ては、「解説」で次のように述べられている。
3　教材については、次の事項に留意するものとす
る。
（1）生徒の発達の段階や特性、地域の実情等を考
慮し、多様な教材の開発に努めること。特に、生
命の尊厳、社会参画、自然、伝統と文化、先人の
伝記、スポーツ、情報化への対応等の現代的な課
題などを題材とし、生徒が問題意識をもって多面
的・多角的に考えたり、感動を覚えたりするよう
な充実した教材の開発や活用を行うこと。 
（102頁）　　　　　　　　　　　　　（下線　筆者）
　どのような題材を取り上げるかということについて
は下線で指摘したような具体的な題材選定の視点が示
されている。ここでの留意すべき教材については、前
にふれた内容項目と重なっているものもあるため、場
合によっては二重に条件として制約を受ける教材が出
てくる。
　他に取り上げる教材としては、「地域の実情等を考慮
し」たものもある。検定教科書は、全国どこでも使用
できることが大前提である。その中で「地域の実情等
を考慮し」た教材を取り上げることは、それで学習す
る生徒のことを考えると、各地域に応じていくことは
難しい。そこで委員会等が作成した地域教材集を副教
材とすることも考えなくてはならないだろう。
　3つめは、2つめで引用した「解説」の次にくる「（2）
教材については、教育基本法や学校教育法その他の法
令に従い、次の観点に照らして判断されるものである
こと」として、次のア～ウの3つが示されている。
ア　生徒の発達の段階に即し，ねらいを達成する
のにふさわしいものであること。
イ　人間尊重の精神にかなうものであって，悩み
や葛藤等の心の揺れ，人間関係の理解等の課題
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を含め，生徒が深く考えることができ，人間と
してよりよく生きる喜びや勇気を与えられるも
のであること。
ウ　多様な見方や考え方のできる事柄を取り扱う
場には，特定の見方や考え方に偏った取扱いが
なされていないものであること。
　この観点は、文言を見る限りにおいては適切である
が、実際にこの観点に該当する教材を選定することは
内容項目との関係で難しいことも出てくる。またかな
り抽象度の高い観点であるため、例えば観点イに「生
徒が深く考えることができ」とあるが、これなどは教
材そのものに本来備わっているというよりも、授業展
開の際の課題や発問に応じて変わってくることを考え
ると、この観点に基づいて教材としてふさわしくない
という判断をするには無理が生じる場合もある。それ
でも検定では教材として不適切という意見がつけられ
る可能性は当然出てくるだろう。また、こうした観点
があることにより、「特別の教科　道徳」の教科書に掲
載される教材は、当たり障りのないものになり生徒の
道徳的な判断を揺さぶったり、これまで当たり前だと
思っていた狭い価値観を打ち破るような教材が掲載さ
れなかったりするなど、これまでの読み物資料と同じ
ようなものになってしまうのではないかということも
考えられる。
　そうした検定に関する課題として、「報告」の中で次
のような意見があげられている。
○　価値観によって判断が分かれるような題材が
取り上げられることにより、多様な立場から
の様々な記述内容の教科書が発行される可能
性があること
○　価値観によって判断が分かれるような題材に
ついて、国が検定を通じて適否を判断してい
くことの是非
○　検定に際しての具体的な判断基準（道徳の性
格上、客観的な学問成果を根拠として検定意
見を付すことが難しいこと）　　　　  （18頁）
　こうした課題に対して出された意見の中に「公正性
や正確性など、検定の基本を押さえた上で、限定的・
抑制的な検定の下で、出版社の創意工夫が生かされる
形で検定が行われれば良い」というものがあった。前
に検定により教材に規制がかかるのではないかと述べ
たが、それ以前に教科書を作る側での自主規制が働く
とみておいたほうがいいようである。
　ところで、「特別の教科　道徳」は想定されている授
業時間数は現行と同じ週1時間、年間35時間である。そ
こで教科書を使用するとなると、教科書にはかなりの
数の教材が必要になってくる。そして「教材として具
備すべき要件」を満たすものにするためには、教材選
定（作成も含めて）の際には、教科の教科書以上の丁
寧さが必要となる。
　さらに、これまでの副教材として使用していた読み
物資料でも資料について考える視点が示されているも
のもあった。しかしそうしたものと大きく違うところ
は、そこでの学習が効果的に行えるようにするために、
学習活動を想定した「てびき」のようなものが必要に
なってくるということだろう。今回の「特別の教科　
道徳」では、学習活動についても「多様な展開」が求
められている。それについて「解説」では次のように
述べている。
また，教材に対する感動を大事にする展開にした
り，道徳的価値を実現する上での迷いや葛藤を大
切にした展開，知見や気付きを得ることを重視し
た展開，批判的な見方を含めた展開にしたりする
などの学習指導過程や指導方法の工夫が求められ
る。その際，教材から読み取れる価値観を一方的
に教え込んだり，登場人物の心情理解に偏ったり
した授業展開とならないようにするとともに，問
題解決的な学習を積極的に導入することが求めら
れる。　　　　　　　　　　　　　　　　（79 頁）
　ここでは、これまでの読み物道徳から脱却して、多
様な形式の教材を指導過程や指導方法を工夫して授業
展開することが求められている。前のアンケートにも
あったように、指導の工夫については十分でない現状
があるにもかかわらず、問題解決的な学習を含めて指
導の仕方を工夫することは難しい。そうなると、教科
書では、これまでの読み物教材に付けられていた簡単
なものではなく、「てびき」には言語活動をも含めた課
題が示されていないと、教師の側としては教材を生か
した学習が展開できないだろう。逆にそうした学習方
法も示され、それに即して授業が展開されるならば、「特
別の教科　道徳」が一律的な価値の押しつけという批
判を受けることにもつながっていくことも考えられる。
　ある程度経験を積んだ教師であるならば、教材をも
とに「てびき」に頼らずに授業を創造できるが、現在
多くなってきている若手の教師や道徳の学習指導が苦
手な教師にとっては自らが効果的な指導を行うことは
なかなか難しいことである。教材を自分で指導する力
が不足している教師が多くなっている状況は、教科書
によって、ある一定の指導の向上を図ることを可能に
し、「答申」等で危惧されていた学校や教師による格差
の解消につなげていくことができるかもしれない反面、
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さらなる問題が生じる可能性もある。
  
（3）評価の教科化
　「特別の教科　道徳」の評価については、「道徳教育
の充実に関する懇談会」の「報告」のところでも取り
上げたが、「特別の教科　道徳」の「解説」をもとにも
う少しみていくことにする。「解説」では、次のように
なっている。
・数値による評価ではなく，記述式であること。
・他の生徒との比較による相対評価ではなく，生
徒がいかに成長したかを積極的に受け止め，励
ます個人内評価として行うこと。
・他の生徒と比較して優劣を決めるような評価は
なじまないことに留意する必要があること。
・個々の内容項目ごとではなく，大くくりなまと
まりを踏まえた評価を行うこと。
・発達障害等の生徒についての配慮すべき観点等
を学校や教員間で共有すること。
・現在の指導要録の書式における「総合的な学習
の時間」，「特別活動の記録」，「行動の記録」及
び「総合所見及び指導上参考となる諸事項」な
どの既存の欄を含めて，その在り方を総合的に
見直すこと。
を前提に専門的に検討を行い，教師用指導資料の
作成や指導要録の改正を行うこととしている。各
学校においては，これらに基づき適切に評価を行
うことが求められる。（109頁）
　ここで述べられている評価についての確認は、評価
を学期や年間という長い期間を想定したものであると
考えていいだろう。しかし3つ目に「個々の内容項目ご
とではなく，大くくりなまとまりを踏まえた評価を行
うこと」と示されているが、その前の頁の「1　評価の
基本的態度」では、次のように述べられている。
道徳性を養うことを学習活動として行う道徳科の
指導では，その学習状況を適切に把握し評価する
ことが求められる。生徒の学習状況は指導によっ
て変わる。道徳科における生徒の学習状況の把握
と評価は，教師が道徳科における指導と評価の考
え方について理解を深め，1単位時間の授業で期待
する生徒の学習を明確にした指導計画の作成が求
められる。道徳性を養う道徳教育の要である道徳
科の授業を改善していくことの重要性はここにあ
る。（108頁）　　　　　　　　　　　（下線　筆者）
　内容項目に対して一つずつの評価をするということ
は、場合によっては一年間に一度しか取り上げられな
い項目は、一度の授業で一人一人の評価をするという
こととも考えられる。教科においての一人一人の評価
は、一つの単元を通してどのような力が身に付いたか
をみるものであることを考えれば、この評価にはかな
り無理がある。そのため長い期間の中で総合的な評価
をすることが示されている。しかし、下線部にあるよ
うに「1単位時間の授業で期待する生徒の学習を明確に
した指導計画の作成が求められる」ということは、そ
こで行われる学習活動に対して、「その学習状況を適切
に把握し評価することが求められる」ことにもなる。
これは、現行の道徳の時間でも、事前指導、事後指導
についても考えなくてはならないことになっており、
授業での評価は何らかの形で生かすことになっている
が、必ずしも明確な形では行われていない。実際には
教師のこれまでの経験の中で培われてきたものにより、
指導が行われている。そのためいじめなどの兆候を見
落とす場合も出てくる。
　それでは「特別の教科　道徳」の評価はどのように
考えていったらよいだろうか。教科としての授業を構
想するならば、指導と評価の一体化という現在の各教
科での評価の考え方が用いられるようになることが考
えられる。このことについて、教育課程部会 道徳教育
専門部会の資料（注16）をみると様々な意見が出されてい
るが、その中で留意するべきものをあげてみる。
○　組織的に効果的な学習評価を推進するため
に、「特別の教科　道徳」（仮称）でも評価規
準や評価方法を明示し、教師の指導力向上に
役立てることが必要。このために、「特別の教
科　道徳」（仮称）においても、他の教科等と
同様に、評価規準の作成、評価方法等の工夫・
改善のための参考資料を作成することが必
要。
○　現在の各教科の評価は観点別評価もよさを評
価するという考えが根本にあり、評定も目標
に照らしてその実現状況を評価するもの。「特
別の教科　道徳」（仮称）においても観点別評
価も評定も工夫することが可能。例えば、「特
別の教科　道徳」（仮称）では、目標に照らし
て成長が認められた部分を、一つでも記述す
るといった方法が受け入れられやすいし、指
導上も効果的と思われる。
　ここでは観点別評価規準を設定して、それをもとに
目標に準拠した評価をすることについて述べている。
この段階では、こうした意見があったが、「解説」では
51
道徳の教科化について
そこまでのことは述べられていない。しかし、「解説」
には指導と評価の一体化という考え方が内包されてお
り、指導要録への評価の記載ということからすると、
適切な評価のために観点別評価規準が作成される方向
に進んでいってもおかしくない。
　また指導要録への記載について、「答申」で次のよう
な指摘がある。
　これまで、道徳教育に関しては、指導要録に固
有の記録欄が設定されていないこともあり、必ず
しも十分な評価活動が行われておらず、このこと
が、道徳教育を軽視する一因となったとの指摘も
ある。　　　　　　　　　　　　　　　　（16頁）
　道徳の時間を活性化するための一つの方策として、
指導要録への評価の記載ということがあることがわか
る。指導要録に評価を記載するにあたり、現行の道徳
の時間ではそうした措置がとれなかったのだろう。そ
こで道徳の時間を教科化することにより、指導要録へ
の記載の流れを作ろうとしたとも考えられる。「特別の
教科　道徳」の成立には、道徳教育を重視するための
目的もある。
　「特別の教科　道徳」にとって現在までのところ、各
教科にもあるような評価のための参考資料（注17）はでき
ていない。しかし、指導要録への評価の記載というこ
とを実際に行うならば、当然作成されることになる。
指導要録への記載に伴い、これまで述べてきたように
評価の観点と評価規準が設定され、それに基づき評価
が行われる。適切な評価のためには、教科書をもとに
目標、指導計画などをもとにした授業が行われなくて
はならない。つまり「特別の教科　道徳」として適切
な評価をすべきであるという拘束力を学校現場では感
じるようになる。道徳の時間を教科化したことにより、
教科書の導入と評価の指導要録への記載という2つの変
化により、それなりに道徳教育は当初は活性化するだ
ろうが、教師自身の内発的な動機からではなく、外的
な要因によるものであることは間違いない。
　ところで、道徳の時間と「特別の教科　道徳」の学
習指導要領を対照してみたとき、変わったところを取
り上げてきたが、「何一つ変わってはいない。それだけ
に本学習指導要領案には構想主義による政策的教育改
革という印象が残る」（注18）という考え方もある。道徳
の時間の教科化の第一歩が自民党の教育再生実行会議
からということからも、確かにそうした印象を受ける
のはしかたがないだろう。また、道徳の問題が政治的
な言説の中で語られることが多く、学校現場には、な
かなか教育改革の動きは届かない現実もある。そうし
たことを含めて考えると、変わったことを受け止めて
授業改善がどのように進められていくのかということ
については、かなりの時間がかかることが想定される。
4　道徳の時間の教科化に伴う問題点
　これまでのところでも道徳の時間の教科科にともな
う問題点を見てきたが、「特別の教科　道徳」の授業を
実際に行う際の学校現場における問題点についてみて
いくことにする。
（1）「考える道徳・議論する道徳」は可能なのか
　今回の道徳の時間が「特別の教科　道徳」になるに
あたり、大きく変わる点として「解説」の最初に書い
てある次のことが目を引く。
発達の段階に応じ，答えが一つではない道徳的な
課題を一人一人の生徒が自分自身の問題と捉え，
向き合う「考える道徳」，「議論する道徳」へと転
換を図るものである。（2頁）　　　　（下線　筆者）
　これまでの読み物道徳から「考える道徳」「議論する
道徳」への転換を図るということが、道徳の時間を教
科化することの意義として掲げられている。こうした
「考える道徳」「議論する道徳」にしていくためにどう
していくのか。「解説」にも示されているように、その
方策の一つが「問題解決的な学習を取り入れるなどの
指導方法の工夫を図ること」などのように学習方法を
変えていくということなのである。
　もう少し具体的に見ていく。次の（1）～（6）は平
成20年版の道徳の時間の解説に記載されているもの、
ア～キが今回の「解説」に述べられているところである。
（1）読み物資料の利用
（2）話合い
（3）教師の説話
（4）視聴覚機器の利用
（5）動作化・役割演技などの生徒の表現活動
（6）板書を生かす工夫
ア　教材を提示する工夫
イ　発問の工夫
ウ　話合いの工夫
エ　書く活動の工夫
オ　動作化・役割演技などの生徒の表現活動の工
夫
カ　板書を生かす工夫
キ　説話の工夫
　平成20年版の「読み物資料の利用」の部分に対して、
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今回のものでは「話合い」だけでなく、考えさせるた
めに「発問の工夫」や「書く活動の工夫」といった言
語活動を明確にした指導方法の工夫が示されている。
こうした言語活動を「特別の教科　道徳」では、より
一層充実させることで「考える道徳」「議論する道徳」
への転換を図ろうとしているのである。
　ところで、現在次期の学習指導要領に向けて、「21 
世紀型能力」の検討（注19）をはじめとして、改訂のため
に基本的な作業が進んでいる。そうしたものを取り入
れて、文部科学省から平成26年3月31日に「育成すべき
資質・能力を踏まえた教育目標・内容と評価の在り方
に関する検討会― 論点整理―」（以下「論点整理」）が
出された。この中で、教科等を横断する汎用的なスキ
ル（コンピテンシー）等に関わるものが重視され、「何
を知っているか」にとどまらず、「何ができるか」を評
価していく方向が打ち出されている。そのためコンピ
テンシーベースの学習指導要領になることが想定され
ている。こうしたコンピテンシーの育成において取り
上げられているのがアクティブ・ラーニング（注20）の視
点である。
　アクティブ・ラーニングについては、現在行われて
いる言語活動の充実とどのように違うのかということ
がよく言われる。一つはもともとアクティブ・ラーニ
ングという用語は、講義中心の大学から高校へと降り
てきている授業方法の一つであった。最近では能動的
な学習だけでなく、協同的な学習を合わせたものがア
クティブ・ラーニングであるとしている。もう一つが
これまでの言語活動の充実の流れである。平成20年版
学習指導要領において言語活動の充実は、各教科や領
域を貫く重要な学習活動であり、思考力・判断力・表
現力等の育成を図るものとしている。こうした2つのも
のが結びついた（注21）のがアクティブ・ラーニングであ
るとしているので、その内容に重なり合う部分が出て
くるのは当然のことである。
　アクティブ・ラーニングの導入については、「特別の
教科　道徳」の学習指導要領ならびに「解説」では取
り上げていない。しかし、「論点整理」では、次のよう
になっている。
本「論点整理」が目指す「これからの時代に求め
られる資質・能力の育成」や、「アクティブ・ラー
ニング」の視点からの学習・指導方法の改善を先
取りし、「考え、議論する」道徳科への転換により
児童生徒の道徳性を育むものである。（45頁）
　次期の学習指導要領では、「特別の教科　道徳」でも
他の教科と同じように「これからの時代に求められる
資質・能力の育成」「アクティブ・ラーニング」の視点
からの学習が行われることが想定されている。アクティ
ブ・ラーニングについては、これまでの言語活動の充
実の指導経験が生かされていくだろうが、「これからの
時代に求められる資質・能力」については、その姿が
まだはっきり示されていない。また言語活動の充実に
ついては、学校には入ってもまだまだ教室の中にまで
入り込めていないところもある。こうした状況で新た
な資質・能力の育成を踏まえた指導方法が「特別の教
科　道徳」で行えるかが課題となってくる。アクティブ・
ラーニングや新しい資質・能力に関する記載が「特別
の教科　道徳」の学習指導要領にはない。だからといっ
て各教科と合わせて平成30年版に改訂版として示すこ
とも不可能である（注22）。また「特別の教科　道徳」では、
新しい考え方による指導法を生かした「てびき」が最
初の教科書にあるかはまだ知りようがない。そうなる
と確実に新しい指導方法による学習が展開されるのは、
次期の教科書改訂を待つことになってしまうたろう。
（2）教師の取組は変わるのか
　道徳の時間の教科化の背景として、「第一次提言」に
「現在行われている道徳教育は、指導内容や指導方法に
関し、学校や教員によって充実度に差があり、所期の
目的が十分に果たされていない状況にあります」と述
べられているが、教師が道徳教育の充実に取り組めな
い（取り組まない）状況について、「報告」の中で道徳
教育の課題として整理されている。
・歴史的経緯に影響され、いまだに道徳教育その
ものを忌避しがちな風潮がある。
・道徳教育の目指す理念が関係者に共有されてい
ない。
・教員の指導力が十分でなく、道徳の時間に何を
学んだかが印象に残るものになっていない。
・他教科に比べて軽んじられ、道徳の時間が、実
際には他の教科に振り替えられていることもあ
るのではないか。（2・3頁）
　こうした課題克服の方策が「特別の教科　道徳」で
あり、これまで見てきたように、検定教科書の導入、
評価の強化によって、少なくともこの課題の中の1番目
の「道徳教育そのものへの忌避」と4番目の「他教科へ
の振り替え」は何とか克服できる可能性がある。また2
番目の「道徳教育の理念の共有」については、今後さ
まざまな研修会が開かれることや、学校としてのカリ
キュラムマネジメントによって、一応の理念の共有は
行われていく。しかし、生徒にとって大事なのは、3番
目の「教員の指導力が十分でなく、道徳の時間に何を
学んだかが印象に残るものになっていない」という授
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業内容の充実についてであろう。教員の指導力不足に
いたる原因としてはいくつかの理由が考えられる。
　第1に、大学における教員養成の問題である。現在道
徳の時間を担当するのは学級担任であり、教員養成の
カリキュラムにおいて、中学校教諭の一種免許状の取
得に関して「道徳の指導法」について2単位以上習得す
ることになっているが、実際には2単位で要件を満たし
ているとするのが通常である。この中で、道徳教育の
基本的な知識ならびに授業を行うための指導法を学ぶ
ものになっている。他の教科教育法でも同様であるが、
それ以上に時間数も少ないためなかなか道徳教育を行
うための知識や教育法を身に付けることは難しい。ま
た教育実習に行っても、道徳の授業を行った者はあま
りいない状況である。
　第2に、学校現場で道徳の授業に対しての指導力を高
め合う潜在的なシステムが存在していないことである。
各教科の場合は、同じ教科の教師が複数いる場合は、
初任研をはじめとする公的な研修会だけでなく、校内
において試験作成や評価の仕方、用具の使用法、授業
を行う際の注意点等、様々な授業をめぐるノウハウが
教えられていく。保護者による授業参観をはじめとし
て校内研修会、地区の研究会等で、授業公開をする機
会もあるため、授業力を少しずつだが向上させる機会
も存在する。しかし、道徳の授業については、その学
校の姿勢が関係してくる。道徳教育を忌避したり道徳
の時間を行事等へ転用（注23）したりすることを問題と感
じていない学校では、道徳の時間に関しての指導法が
構築されていないし、ベテランから若手に伝わってい
くことはない。生徒の実態に即した指導法を身に付け
ていくことができないという状況がある。
　第3に、各教科の特質を生かした指導法を向上させる
ことができない教師が多いということである。現在道
徳の時間に限らず、平成18年の教育基本法ならびに学
校教育法の改正前後あたりから、PISA型「読解力」の
育成、全国学力・学習状況調査の導入、平成20年版学
習指導要領の改訂にともなう言語活動の充実等の様々
な教育改革が行われてきている。そうした教育改革に
対して、学校現場としてはその改革の事柄について理
解し、それを授業の中に生かしていくことに追われて
いる。同時に、学校現場では事務仕事の処理、生徒指
導に関するトラブルや部活動の指導等で、時間的にも
厳しい状況（注24）にある。第2のところで述べたようにベ
テランの教師から教えられるノウハウもあるが、各教
科における新しい考え方と指導法については、教師自
身が自分の資質・能力の向上に意欲をもって取り組み、
一つのキャリアとして身に付けていかなくてはならな
い。しかし、研修のための時間がないこともあり、な
かなか各教科の特質を生かした指導法を向上させてい
くことができない。そのため、「特別の教科　道徳」で、
「これからの時代に求められる資質・能力の育成」「ア
クティブ・ラーニング」の視点からの学習を行ってい
くことは難しいだろう。ましてや、「答申」にあるよう
なパフォーマンス評価やポートフォリオ評価を行って
いくためには、評価方法の理解、ルーブリック作りなど、
実際の評価を行うには、かなり大変なプロセスを踏ん
でいくことになる。
　こうした状況を考えたとき、「特別の教科　道徳」に
おいて効果的な授業を展開するためには、中学校にお
いては道徳科の免許状をもった専門家が担当するとい
うことをもっと考えても良かったのではないだろうか。
「答申」にはこうした専門の免許状を設けるという意見
や、道徳教育に関する一定の講習を修了した者を道徳
教育推進教師に充てる仕組みにするという意見があっ
たことが述べられているが、学習指導要領には反映さ
れていない。
　専門的な教師が授業するという意見に対しては、道
徳教育を推進する立場からも、忌避する立場からも反
対されたということが推察される。忌避する立場とし
ては、専門的な教師により、「特別の教科　道徳」の授
業が行われることは、それこそ一律的な価値をすり込
むシステムが構築されることにつながると考えられる。
また推進する立場としては、学校全体として道徳教育
は行われるべきものであるし、各教科においても道徳
教育の視点をもって授業をするということを考えたと
き、全員の教師が道徳教育に関わっていないと、意識
的に学校教育全体で道徳教育が推進されることにはつ
ながらない。だから一部の教師だけに任せるというこ
とは考えられない。また道徳の時間の教科化の端緒と
なったのは、いじめへの対応であり、学校全体として
取り組まなければ教科化そのものが意味のないことに
なってしまうからである。
　「特別の教科　道徳」を学級担任が行う限りにおいて
は、教科書の導入と評価の強化で少しは変わるかもし
れないが、根本的な課題の解消にはならないのではな
いだろうか。
5　大学の教員養成では何をしたらよいのか。
　大学における教員養成に関して「答申」では次のよ
うに述べられている。
「特別の教科道徳」（仮称）を担当する教員について、
特に、中学校については、扱う内容や指導方法の
高度化が求められることなどを踏まえ、将来的に
は専門の免許状を設けるべきとの意見があった。
また、学校図書館法に定める司書教諭のように道
徳教育に関する一定の講習を修了した者を道徳教
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育推進教師に充てる仕組みとすべきなどの意見が
あった。
　また、大学の教員養成課程における道徳につい
ては、人間に対する理解を深めるとともに、教員
としての指導力を身に付けるため、理論面、実践面、
実地経験面の三つの側面から改善・充実を図る必
要があり、現在、小・中学校に関しては、「道徳の
指導法」の2単位、高等学校に関しては、履修が必
須ではない状況となっている基準を見直し、道徳
教育を専門的に学べるようカリキュラムの改善と
履修単位数の増加を検討することが必要との意見
があった。あわせて、各大学において道徳教育の
指導に当たる教員の養成のためにも、大学におけ
る道徳教育に係る教育研究組織の改善・充実に向
けた積極的な取組が期待される。（19頁）
　道徳の専門的な教師の育成においては、この段階で
は意見があったことの紹介にとどまっていて、具体的
な方策に移すことは考えられていない。ただ大学の教
員養成課程の見直しということについては、現在様々
な改革が行われている（注25）ことと併行して、何らかの
方針が出てくるかもしれない。道徳教育への理解を学
生がもっと深められるようなものが提案される可能性
はある。もしそうなったときは、道徳教育に関する大
学のカリキュラム自体に検討が必要となる。
　ところで、「特別の教科　道徳」が行われるにあたり、
教員養成の立場からはどのようなことをしなくてはい
けないだろうか。
　まず考えられることとして、道徳の時間がどのよう
に設定され、それがどのような経過をもって「特別の
教科　道徳」になったのかということ、道徳教育の在
り方についてなど道徳教育の抱えている様々な問題点
について教えていくことだろう。教科化の経緯を知ら
ずに実際に教師になったときに、学習指導要領のまま
に教えていくことがいいとは思わないからである。し
かし、そうした道徳教育の問題点について知るだけで
は不十分である。実際に「特別の教科　道徳」の授業
をしなくてはならない教師にとって、道徳教育を行う
意義や効果的な指導方法や評価の仕方も知らずに教員
養成課程を修了することになってしまう。教えたり評
価したりする力のない教師が「特別の教科　道徳」を
担当するならば、この時間は生徒にとって意味のない
ものになってしまう。（だからいいのだという考えもあ
るが）そこで、「特別の教科　道徳」の授業を行うにあ
たり、どんなことを身に付けていったらいいか考えて
みたい。
（1）クリティカルに読む力の育成
　「特別の教科　道徳」では、読み物道徳からの脱却と
いうことが言われているが、それは読み物資料を使わ
ないということでない。生徒にとって単調な問いによ
る読み取りと、正解があるようなわかりきった感想を
言わせられる授業からの転換ということなのである。
考えたり話し合ったりするための材料は必要であり、
読み物資料を含めた多様なテキストの活用が求められ
ているのである。だから教科書が「心のノート」をベー
スにしたものになるとしても、読み物教材は様々なテ
キストの一つとして扱うようになるだろう。そのとき
大事なことは、テキストの内容ならびにそのものの内
包している道徳的な価値、生徒にとって価値ある授業
を展開することができるかなどについて分析すること
である。たとえ教科書であっても、その教材を授業に
取り上げていいものなのかを判断していくということ
なのである。
　これまでも道徳の読み物資料については、その価値
だけでなくテキストそのものの価値についての議論が
あった。特に読み物資料は内容項目を明確にして授業
できるようにほとんどが書き下ろしのものになってい
る。つまりその資料には道徳的な価値はあるが、道徳
的価値以外のものを整理してきたため、現実の社会生
活から切り離された状況がそこに出現することも想定
されるのである。（注26）
　そこで現実社会とを直接結びつける資料として新聞
の活用ということがよく行われてきた。特に新聞の投
書欄は、一つの出来事に対しての個人的な意見が寄せ
られるものである。投書の意見は個人的なものにもか
かわらず、投稿者にとっては自分の意見が世の中の大
半の代表意見のように思っているものもかなりある。
そのため問題によっては、投書の意見に対しての反論
やそれを指示する意見などが続く場合もあり、テキス
トにするのに興味深いものもある。しかし、新聞で取
り上げられる意見は、投稿者が事実として認識してい
るものであっても、実際には自分にとって都合の良い
ようにリ・メイク（注27）されていることが多い。また、
それを取り上げるにあたり新聞の編集者の意図も入っ
てくる。そうした投書や記事などはメディアリテラシー
の視点から検討をしないと、ここでもある意味作られ
た現実についての授業を行うということになる。
　こうした様々なテキストと対峙するためには、クリ
ティカルに読む力の育成を図っていくことが必要とな
る。学校現場でクリティカルに読むことについては、 
PISA調査の「読解力」育成に関わっている。2004 年
の「PISAショック」（注28）をきっかけに、文部科学省が
PISA型「読解力」の育成に力を入れるようになった。
その結果平成18年12月には「読解力向上プログラム」
を策定し、さらに『読解力向上に関する指導資料～
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PISA調査（読解力）の結果分析と改善の方向』を打ち
出した。さらにPISA型「読解力」（注29）の育成については、
全国学力・学習状況調査のＢ問題や平成20年版学習指
導要領に反映していることは言うまでもない。こうし
たきっかけによりクリティカルに読むことに着目され
るようになったが、それまではその道の専門家による
批評という形では存在していたが、一般的にはあまり
意識されたものでなかった。教育現場でもクリティカ
ルに読むことの授業はあまりなされてこなかった。
　『読解力向上に関する指導資料～ PISA調査（読解力）
の結果分析と改善の方向』では、授業改善の取り組み
として「7つの指導のねらい」を示している。この中で
も「ア　テキストを理解・評価しながら読む力を高め
ること（イ）評価しながら読む能力の育成」において、
学校現場にようやくクリティカルな読みという視点が
入ってくるようになった。PISA型「読解力」は、その
後平成20年版学習指導要領に取り入れられるようにな
り、そうした経過を知らない若い世代の教師は、クリ
ティカルに読む力の育成ということを意識していない
者も多い。そのため、テキストをクリティカルに読む
力を、教師自身が身に付けていないし、その必要性を
理解していない。そのため、どのように生徒たちにク
リティカルに読む力を育成していくかという点につい
て、現在は十分でない状況にある。
　しかし「特別の教科　道徳」では、教材であるテキ
ストを分析して、テキストの価値を判断していくため
にはクリティカルに読む力は不可欠である。そうした
クリティカルに読む力があってこそ、生徒たちも教材
を通して自分の考えを深く掘り下げていくことができ
る。このように教師となる学生たちにクリティカルに
読む力を身に付けさせていくと同時に、授業を受ける
生徒たちに「特別の教科　道徳」を通してクリティカ
ルに読む力を育成していくことが、「特別の教科　道徳」
の授業が一律的な道徳的価値の押しつけにならないよ
うにするための方策の一つにもなる。クリティカルに
読む力を活用することができてはじめて、「特別の教科
　道徳」が読み物道徳から脱却して、普遍的な知識や
価値について自ら考え・話し合うことを通して、普遍
的な知識や価値を継承（注30）していくことのできる道徳
教育になっていくことが考えられる。
（2）話し合う力・書く力の育成
　クリティカルに読む力と同時に学生に身に付けさせ
たいのは、彼ら自身の話し合う力・書く力の育成である。
こういうと、国語科の教員を養成しているわけではな
いという声が聞こえてきそうだが、平成20年版学習指
導要領では言語活動の充実が、各教科や領域等を貫く
ものとして位置づけられたこともあり、小学校・中学
校においては授業に取り入れられてきている。しかし、
高等学校では残念ながらまだ講義形式での授業が多く、
話し合ったり、書いたりという言語活動があまり行わ
れておらず、表現するための言葉の力が身に付いてい
ない現状がある。特に自分の考えを一方的に述べるこ
とはできるが、自分の考えをしっかりもち、それをも
とにした話し合いは、なかなかできていない。
　そうした学生が入ってくる大学においても、現在の
ところはアクティブ・ラーニングを取り入れている授
業は多くない。言語活動の充実によって育成されてき
た思考力・判断力・表現力等の能力や具体的なリテラ
シーがさらに高められたものとして、アクティブ・ラー
ニングに接続していない状態にある。
　「特別の教科　道徳」において、ますますグローバル
化が進み多様性を踏まえた価値観の中で、自分の立ち
位置を確認して、自分の考えを発信していくためには、
指導者自身が話し合ったり書いたりする能力を身に付
けていくことができなくてはならない。そして「特別
の教科　道徳」において皮相的な意見の交換から脱却
するようにしなくてはならない。そのためには、教師
となる学生自身が自分の考えを出し合い、問題を深く
掘り下げていくような話し合いの経験をさせていくこ
とが必要である。そして道徳教育に関する授業だけで
なく、教職課程全てにおいての協同が必要になってく
る。
　
6　まとめ
　筆者は道徳の時間が教科化されるということを知っ
たとき、まず思ったことは、教科として考える・話し
合う道徳の授業が展開されるということで、学校全体
に関わる道徳教育と教育課程の中に位置づけられた道
徳の時間が距離を置くようになるのではないかという
ことであった。道徳の時間と違って「特別の教科　道徳」
では、心の教育の側面は当然残るものの各教科と同じ
ようなものになるのではないかと考えていた。しかし、
「特別の教科　道徳」はこれまでの道徳の時間同様、学
校全体の道徳教育の要としての役割をもったものであ
り、道徳教育をさらに推進するものとして位置づけら
れている。教科書導入と評価の強化で、少しは授業を
行う教師が変わるところもあるが、この週1時間の「特
別の教科　道徳」で、道徳教育全体を背負い、その充
実を図っていくことは難しい。学校現場においては、
これまでの道徳の時間との違いを意識した授業が、果
たしてそんなに容易に展開できるのかということにつ
いて考えたところである。
　「特別の教科　道徳」はどうあるべきなのかという議
論は大いにしなくてはならないが、実際に授業を受け
る生徒の姿が霞みがちだ。筆者としては、「特別の教科
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　道徳」であっても生徒の資質・能力を高める時間で
あるべきだと考えている。そして考えたり、話し合っ
たりする授業がしっかり展開できて、生徒たちにとっ
て楽しく、心に響くような授業をつくることができれ
ばと思っている。
　「特別の教科　道徳」は、平成30年度から実施される。
それまでにもいろいろな議論はあるだろうが、各教室
で充実した授業が行われることを期待したい。
注
（注1）昭和22年、26年の学習指導要領試案においては、道徳の時
間は特設されていなかったが、昭和33年教育課程審議会答申
「小学校・中学校教育課程の改善について」において「新たに
『道徳』の時間を設け、毎学年、毎週継続して、まとまった指
導を行うこと」になった。
（注2）平成23年10月11日に滋賀県の大津市の中学校2年生の男子
生徒がいじめを苦に自殺した事件が大きく報道された。これ
をきっかけとして平成25年6月25日に「いじめ防止推進対策法」
が国会で可決された。こうした背景がある。
（注3）教育再生会議は、第一次安倍内閣のときに教育改革（再生）
への取組みを強化するため、平成18年10月10日の閣議決定に
より設置された。
（注4）平成25年12月26日 の道徳教育の充実に関する懇談会から
の報告「今後の道徳教育の改善・充実方策について～新しい
時代を、人としてより良く生きる力を育てるために～」14頁
（注5）折出健二「戦後教育と道徳の『特別教科』化」日本教育学
会編『教育のグローバル化と道徳の「特別の教科」化』（2015
年10月20日　図書文化）60頁
（注6）文部科学省『中学校学習指導要領解説　道徳編』（平成20
年9月）  131頁
（注7）例えば平成14年度から取り入れられた目標に準拠した評価
への対応では、各教育委員会が独自の評価方法を作成するな
どして、国研が出した方針以上の細かい評価の仕方が学校現
場に評価の大変さを印象づけた。
（注8）平成27年7月文部科学省「中学校学習指導要領解説　特別
の教科　道徳編」2頁
（注9）平成20年度の学習指導要領改訂において、道徳の時間は、
「学校における道徳教育は、道徳の時間を要として学校の教育
活動全体を通じて行うのであり」とあるように、「要」となる
時間という位置づけになった。
（注10）
www.mext.go.jp/component/a_menu/.../1282847_1.pdf
（注11）住友剛「『道徳の教科化』をめぐる教育政策の動向の再検
討――『教科化』とは別の道徳教育を構想する必要性をめぐっ
て」『京都精華大学紀要　第四十四号』（2014年3月）93頁
（注12）谷田増幸「『特別の教科道徳』の特質」文部科学省教育課
程編集『中等教育資料⑥』（平成27年6月）29頁
（注13）「教育課程企画特別部会　論点整理」（平成27年7月）9～
11頁
（注14）（注8）17頁
（注15）山崎雄介「道徳の『特別教科』化と学校教育の課題」日
本教育学会編『教育のグローバル化と道徳の「特別の教科」化』
（2015年10月20日　図書文化）73～75頁
（注16）平成26年8月7日に開催された第8回教育課程部会の道徳教
育専門部会での、これまでのまとめの資料である。
（注17）国立教育政策研究所「評価規準の作成、評価方法等の工
夫改善のための参考資料」
（注18）『内外教育』後藤正幸「道徳科での指導の基盤」（2015年3
月　時事通信社） 1頁
（注19）国立教育政策研究所「新教育課程の編成に関する基礎的
研究　報告書5　社会の変化に対する資質や能力を育成する教
育課程編成の基礎原理」（2013 年3月）
（注20）「教員による一方向的な講義形式の教育とは異なり、学修
者の能動的な学修への参加を取り入れた教授・学習法の総称。
学修者が能動的に学修することによって、認知的、倫理的、
社会的能力、教養、知識、経験を含めた汎用的能力の育成を
図る。発見学習、問題解決学習、体験学習、調査学習等が含
まれるが、教室内でのグループ・ディスカッション、ディベー
ト、グループ・ワーク等も有効なアクティブ・ラーニングの
方法である。」「新たな未来を築くための大学教育の質的転換
に向けて～生涯学び続け、主体的に考える力を育成する大学
へ～（答申）」（平成24年8月28日）用語集より
（注21）天笠茂「アクティブ・ラーニングを実現する学習像」『教
育展望　9月号』（2015 年9月　教育調査研究所）7・8頁
（注22）小学校では平成30年度、中学校では平成31年度から、「特
別の教科　道徳」（道徳科）が実施されることとなっている。
平成27年版による実施となるからである。
（注23）「調査」によると道徳の時間数は35.1時間とあり実施状況
は100％を越えるが、内容項目にからめた時間の使い方をする
ことで、学年集会や行事の準備に使用されることもある。
（注24）文部科学省初等中等教育局初等中等教育企画課「学校や
教職員の現状について」（平成27年1月20日）
（注25）文部科学省の教員養成部会の答申素案（平成25年10月9日）
（注26）宇佐美寛『「道徳」授業に何ができるか』（1989年　明治
図書）で、読み物資料「手品師」について取り上げている。
（注27）府川源一郎『過去と記憶の“リ・メイキング”―学校時
代の「事件」に出会いなおす方法 』 （1998年8月　太郎次郎社）
では、過去の出来事がリ・メイキングされていることがわかる。
（注28）OECDのPISA調査が2000年より始まり  2003年の第2回調
査の結果が、翌年の2004年に公表された。「読解力」が8位か
ら14位に下がった。これまで日本では国語の時間に力を入れ
てきたにもかかわらず、国際調査にでの学力の低下にマスコ
ミ等でこのことがクローズアップされるようになった。PISA
調査の「読解力」と国語の読解力とが違うものであるという
ことはほとんど理解されないまま、日本の子どもたちの学力
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の低さが問題になったことを言う。
（注29）PISA調査の「読解力」にはOECDの定義がある。しかし
PISA型「読解力」には定義がなく、PISA調査の「読解力」
の育成のために、日本ではPISA型「読解力」として育成を図っ
てきた。岩間正則『PISAの「読解力」調査と全国学力・学習
状況調査――中学校の国語科の言語能力の育成を中心に』
（2014年3月　神奈川新聞社）22～25頁
（注30）貝塚茂樹「『多様性』と道徳的価値（徳目）『教職研修　
2月号』（2015 年2月　教育開発研究所）76頁
